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静岡県での宝永地震 (1707)の津波浸水高
Distribution of the height of the tsunami of the 1707 Hoei earthquake on the coast of
Shizuoka prefecture
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宝永４年 10月４日（1707年 10月 28日）に、東海沖、及び南海沖の巨大地震を合わせた震源域で発生した、連動型
巨大地震である宝永地震の津波は、下田、浜名湖地方をはじめとして各地に浸水高さの記録が残存している。
　下田では、『平井平次郎手記』（武者�-p186）に「此時波先宝福寺中後園竹林の際に至る」とあり、現在宝福寺背後

の墓地の後ろの駐車場が以前は竹林であった（下田八幡神社談）ということからその標高を測定して、その標高TP5.0ｍ
を津波浸水高さとした。下田には、市街地南端の長楽寺の南側は「七軒町」と呼ばれ、ここは宝永津波で七軒残ったこと
に由来する。この伝承から 5.1ｍを得た。下田の西南西約 8キロに位置する湊には『山田健治所蔵文書』（武者�-p210）
に「寺ノ下まで潮入。家前道に藪際迄、大原丁、田尻畑・和田の前まで、田尻より大山口まで」と記録されている。この
文に現れる６個の小字名はここの修福寺の御住職によりすべて現代地図上に御教示を賜り、津波浸水高さを測定するこ
とが出来た（Fig．3）。寺下は位置がピンポイントで指定できないため精度が劣るが、山田健治の「家（自宅）前道」の
3.4ｍ、「和田原の前田尻畑」の 3.0mは信頼度の高い値である。
沼津市内浦三津には『大川文作所蔵文書』（武者�-p196）に「当村も小島筋浜の方の家々へは床上二三尺四五尺宛津

浪上り」の記載から、3.7ｍと測定された。
　静岡市清水区三保では、『三保村御用覚』（遠藤邦夫氏文書）に「札ノ辻まで」とされ、三保生涯学習交流館の杉山

敏久館長にその正確な位置のご教示を頂き、3.9ｍと測定された。この数値は、後年の安政東海地震 (1854)による地変補
正をしていない値である。
　牧ノ原市相良では、相良史料館の御教示により、『相良史稿』に堀の水路を来た廻船が乗り上げたという「次左衛門

中屋敷」の位置がピンポイントで知られ、堀の上端の標高 4.6ｍを得た（図２）。船の舳先はこれに乗り上げたので 30cm
を加え、安政東海地震で三尺余 (0.9m)隆起していることを考慮すれば、ここで津波高さは 4.0ｍとなる。浜名湖口の新
居関所で津波の高さ１丈と目撃された数値はそのまま３ｍとする。愛知県境に近い東海道白須賀宿は、宝永津波に壊滅
して、宿場全体が丘陵の上に移転した。元白須賀の旧東海道の路面は標高 6.9ｍ前後であるが、少なくとも地上２ｍは冠
水したはずであるから９ｍとする。以上により図１を得る。
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2010年父島近海地震津波第１波の共鳴曲線
Resonance curve of initial waves in the 2010 Chichijima-kinkai tsunami
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序論）2010年 12月 21日 19時 19分（UT）に父島近海で発生した地震M7.4は日本には全振幅で 0.5m弱の津波を伝
えた。この津波は伊豆小笠原海溝南端の水深 6000mという深い海で発生した事、断層が正断層で主に沈降によって津波
が形成された事等の特徴がある。そこで日本の太平洋岸の津波検潮記録をもとに津波波形、特に第１波の解析を行った。
その結果えられた興味ある事を報告する。
方法）使用したデータは海上保安庁海洋情報部がホームページ上で取り上げている検潮所の内で、津波振幅が比較的大

きかった地点 23点 (花咲から沖縄の中城を含む)のものである。これは 5分間隔のデジタル記録であるがその中から日本
時間の 22日 1日分をダウンロードして使用した。津波を含む水位記録から潮位を除いた上で、第１波の到達時刻、極性、
全振幅、周期を読み取り、周期については津波が観測された検潮所の付近で測定された静振の卓越周期と比較検討した。
結果）第１波は振幅が小さく自明でないものが多いので、到達時刻は過去の遠地津波の走時や波形の類似性などをた

よりにして決めた。その結果極性は 17点では引きであるが、6点では押しとしか読みようがない。その 6点は鮎川、布
良、神津島、串本、室戸岬、中之島でこれらに共通する点は半島の突端や小島にあって、しかも波源からみて半島や島の
正面ではなく、先端部の陰側にある事である。その出現場所が一定の方位に集中するのではなく、まばらにある事から
推定して、検潮所の近傍で励起されたものと考える事が出来る。周期の比較的長い引き波第１波によって、検潮所近傍
の周期の短い固有振動が励起され、それが押し波の第１波として観測されたと解釈される。次に振幅であるが、距離に
よる幾何減衰を補正した全振幅を方位によってならべてみると波源の北にあたる小名浜と八丈島が特別に大きい値を示
した。これは伝搬時間が鮎川等で短い事と合わせて考えると南北に走る伊豆小笠原海溝にそってエネルギーが運ばれた
事を意味する。震央距離 100kmに換算した全振幅を縦軸に取り、横軸に第１波の周期と静振の卓越周期の比を取って比
べたものが図１である。これをみると周期比 1のところで振幅が大きいことから、第１波も共鳴によって振幅を増した
事を示している。津波の全過程での最大振幅が共鳴の影響で大きくなる事は有名であるが、第１波についても同じ事が
成り立つ事がこれで示された。この結果から津波の入射波の周期を推定することは難しいが周期比が 1に近い点の静振
の卓越周期を見ると 10-20分台のところが多い。このことからみて波源で励起された津波の周期はこの辺に主要な成分
を持っていた事が予想される。1960年チリ津波に於ける第１波が固有振動を励起して観測されたという報告（Nakamura
and Watanabe,1961）では海岸と直交する湾で顕著に観測されたが、今回の押し波をこれと同じように見るとすると、方
向的には逆の傾向に見える。なお使用した静振の卓越周期は全て観測に基づいたものである。

キーワード: 2010年父島近海地震津波,第１波,周期,共鳴曲線,静振
Keywords: 2010 Chichijima-kinkai Earthquake Tsunami, Initial wave, Period, Resonance curve, Seiche
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2010年 10月 25日スマトラ,メンタワイ地震津波の規模
Magnitude of the Mentawai, Sumatra earthquake Tsunami of October 25,2010
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2010年 10月 25日に,メンタワイ諸島（インドネシア）でＭｗ 7.7の地震が発生し,津波がインド洋全域で観測されえ
た.USGSによれば,震央は 3.484S, 100.114Eであった.震央に近い南パガイ島では 5-7mの津波が遡上して (佐竹・他,2010)
集落が流され,死者 408人に達した.近年,スマトラでは津波が頻発している.本稿では,20箇所の検潮記録 (WC/ATWC,
NOAA) をもとに津波の規模や振幅値分布を解析し,周辺域で発生した津波と比較検討してみる.
　観測点からの逆伝播図によれば,波源域は水深 2000mの等深線に沿い長さ約 300km,幅 90kmと推定され,2007年 9

月スマトラ南部地震津波（Ｍ 8.4,ｍ＝２）の波源域にずれて重なる.震央距離と片振幅値の関係図によると,津波マグニ
チュードはｍ＝２と判定される.地震の規模と比べ,標準的な値である.一方,振幅値の分布をみると, 2007年津波と共通し,
インド洋南西域の島や南アフリカが大きく,ポート・エリザベス　 23cm,プリンス・エドワード諸島のマリオン島では最
大 44cmに達した.分布パターンは波源から南西方向に強いエネルギーが放射したことを示唆し,指向性が顕著であった.

キーワード:津波規模,波高の偏向,津波震源
Keywords: Tsunami magnitude, Wave-height deviation, Tsunami source
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2010年チリMaule地震津波による日本での傾斜変化
Ground tilt changes in Japan caused by the 2010 Maule, Chile, earthquake tsunami
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チリ中部で発生した 2010年Maule地震によって励起された津波は，太平洋を伝播し，地震発生から約 24時間後に日
本に到達した．この津波に伴う地殻の荷重変形が防災科学技術研究所Hi-netに併設されている高感度加速度計（傾斜計）
によって，日本列島の太平洋沿岸全域で観測された［木村・他，2010］．これまでも，1960年チリ地震津波［小沢，1961;
田中・田中，1961］や 2004年スマトラ巨大地震津波［Yuan et al., 2005; Nawa et al., 2007］等の際に，津波に伴う荷重変
形が少数の地震計や傾斜計・ひずみ計によって観測されているが，今回のように広範囲かつ高密度に津波荷重変形を観
測したのは初めてである．本研究では，日本列島全域の Hi-net観測点で得られた傾斜変動データを用いて，津波荷重変
形の特徴を明らかにし，データの有用性を検討することを目的とする．
解析は，観測状況が良好であった約 570観測点の傾斜変動データ（0.1-1.0 mHz）を用いて行った．得られた特徴は以

下の通りである．１）各観測点の傾斜変動は，海岸線直交方向に卓越する．２）傾斜変動の最大振幅は海岸線からの距
離とともに減衰し，その距離が数 100 mの範囲では約 5 x 10−2 μ rad， 50 kmでは約 5 x 10−3 μ radとなる．３）海岸
線からの距離に対する最大振幅の減衰率は，距離 1 km以下でほぼ 0，それ以上ではほぼ-1乗となる．４）減衰率は，周
波数帯にも依存する．高周波の変動は，低周波の変動に比べて海岸線からの距離に対する減衰が大きい．
以上の結果を説明するため，2010年Maule地震による津波伝播と海面変動，および津波に伴う荷重変形による陸域で

の傾斜変動の数値シミュレーションを行った．得られたシミュレーション結果は観測データとおおむね良い一致を示し，
上述の特徴１-４）もほぼ再現できた．
今回得られた陸域の傾斜変動は海岸線近傍の津波に伴う海面変動の影響によるものであり，沿岸部の津波挙動を理解

する上で重要なデータである．例えば，上述３）で示した振幅の減衰率の変化は，海岸線近傍において，大振幅の海面
変動が発生している領域が有限な幅を持っていることによるものと解釈できる．このことは津波荷重変形を陸域の観測
網で観測することにより，海域の津波の空間的な特徴を捉えられることを示している．
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ポリネシア海底地球物理ネットワークによって観測された津波電磁気シグナル
Electromagnetic tsunami signals observed by the seafloor geophysical network in the
French Polynesia
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The 2010 Chile earthquake (Mw = 8.8) occurred off the coast of Chile (35.846S, 72.719W ) on February 27, 2010, at 06:34
UTC. The earthquake triggered a tsunami which spread all over the Pacific ocean, and reached the eastern coastal areas of Japan
with the maximum height of about 1 m. At the time of the earthquake, a seafloor geophysical observational network were
operating in the French Polynesia area, east to the Tahiti island (Suetsugu et al.,2011). The network consists of nine pairs of
broadband ocean bottom seismometers (BBOBS) and ocean bottom electro-magnetometer (OBEM),and one of the BBOBS at
the easternmost site (SOC8)is equipped with a Differential Pressure Gauge(DPG). The network apparatuses were installed in
March 2009 and recovered in December 2010, the extent of which is about 400 km in east-west and north-south directions,,

. The tsunami from the 2010 Chile earthquake arrived at this region about 10 hours after the origin time of the earthquake, and
the DPG recorded the bottom pressure change due to the passage of the tsunami wave. Simultaneously, all the OBEMs clearly
recorded the electromagnetic (EM) signals due to the tsunami wave. The EM signals are evident in three components of magnetic
field (Bx,By,Bz) and two horizontal components of electric field (Ex,Ey), and the variations of the tsunami signals lasted more
than several hours after the passage of the tsunami front. Maximum amplitude of the B-field change is about 0.5 nT and that of
the E-field change is about 0.1 microvolt/m, which is 10-50 times higher than the resolution limit of the seafloor apparatuses.
Close correlation between the variations of Bx (northern component of the magnetic field) and the sea level change observed by
the DPG at site SOC8 indicates that the EM field variations are mainly caused by the tsunami waves and the orientation of the
tsunami front is close to the north-south direction. Since the wave forms of the EM field variations are very similar among the 9
stations, the propagation characteristics of the tsunami wave over the network can be accurately restored from the EM measure-
ments. The inferred direction of the restored tsunami propagation is towards N75W and the propagation speed is estimated to be
about 720 km/hour. Since the average water depth at the network region is 4000-4800 m, the observed speed is consistent with a
long-wave approximation of the tsunami propagation.

キーワード:津波,海底観測,電磁気観測,観測ネットワーク,海洋ダイナモ
Keywords: tsunami, seafloor observation, electromagnetic observation, observationa netwark, ocean dynamo
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室戸岬沖～初島沖間の海面水位変動の相互相関
Cross-correlation of the sea level changes off Muroto Cape and off Hatsushima Island,
Japan
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近年、地震学や物理探査の分野で地震波干渉法が注目されている。この方法では、2地点の地震計で観測された微動の
相互相関関数（CCF）から、一方を発信点、他方を受信点としたときの地震波のグリーン関数を推定する。同様な手法
は、海洋音響学や日震学などの分野でもその有効性が実証されている。しかし、海洋表面の波に関してこのような解析
を適用した例は、未だ報告されていないように見受ける。本研究では、日本列島の沖合の 2地点で得られた海面水位変
動記録について CCFを計算することにより、両地点間の海洋波のグリーン関数が推定可能かどうかを検討してみた。こ
こで海洋波としては、周期 10分以上の長波（津波）を想定した。
解析には、海洋研究開発機構（JAMSTEC）が深海底に設置した 2つの水圧計（海底津波計）の記録を用いた。一つは、

高知県室戸岬沖の「海底地震総合観測システム」の PG1（南沖約 100km、水深 2,308m、以下MPG1）、もう一つは相模
湾初島沖の「深海底総合観測ステーション」に搭載された水圧計（南東沖約 6km、水深 1,175m、以下 HPG1）である。
解析対象期間は、2004年 5月 19日～2005年 8月 15日および 2006年 3月 29日～2008年 5月 31日の計 1,249日間であ
る。1秒サンプリングの原データ（水圧を水位に換算したもの）を 30秒間隔でリサンプルした後、長時間の欠測や異常
値を含まない 1,130日間のデータを解析対象とした。
上述の水位変動データに対し、以下の手順で解析をおこなった。(1) MPG1と HPG1のそれぞれの各日の水位変動デー

タから、日平均値を差し引いた。(2)上記処理結果から、調和分解により主要分潮を除去した。(3)上記処理結果に対し、
津波の一般的な卓越周期を考慮して 10～60分の帯域制限処理を施した後、(4)水位値が正なら 1、負なら-1に変換する
二値化処理をおこなった。(5)以上の処理を経た両観測点の同日のデータについて、CCFを計算した。最後に、その結果
を全解析対象日について重合することにより、平均的な CCFを得た。
得られたCCFは時間ラグに関して調和振動的かつ反転対称的な特徴を示し、ラグの絶対値が 1～6時間の範囲で振幅が

大きい。この結果と比較するため、MPG1付近を波源域とする津波の HPG1における観測波形を差分法により計算した。
具体的には、MPG1を中心とする半径 50kmの領域にガウス関数型の初期波高分布を与え、発生する津波の伝播を、線
形長波近似下で計算した。理論的考察（齊藤・河原, 2011,本大会）によれば、CCFの時間ラグに関する導関数がグリー
ン関数に相当すると予想される。また表現定理によれば、デルタ関数的な初期変位による波動場は、グリーン関数の導
関数に相当する。従って上記の合成波形と比較するため、CCFの 2階導関数を計算した後、合成波形の卓越周期に合わ
せて周期 60分以上の低域透過処理を施した。得られた関数と合成波形とは、初動走時については一致しないものの、波
形の概形についてはよい類似性が見られた。それゆえ CCFがMPG1～HPG1間の長波（津波）のグリーン関数をある程
度反映している可能性が期待される。

謝辞　 JAMSTECの水圧計データを使用させていただきました。データ取得に際しては、JAMSTECの岩瀬良一氏と
（株）マリン・ワーク・ジャパンの高橋一郎氏にご助力いただきました。期して感謝いたします。

キーワード:海面水位変動,相互相関,津波,グリーン関数
Keywords: Sea level change, Cross-correlation, Tsunami, Green’s function



HDS026-07 会場:101 時間:5月 22日 15:45-16:00

有限要素法および差分法による 3次元津波伝播シミュレーション
Three dimensional tsunami propagation simulations based on finite element and finite dif-
ference models

大石裕介 1∗, Matthew D. Piggott2,前田拓人 3, Rhodri B. Nelson2, Gerard J. Gorman2,対馬弘晃 4,古村孝志 3

Yusuke Oishi1∗, Matthew D. Piggott2, Takuto Maeda3, Rhodri B. Nelson2, Gerard J. Gorman2, Hiroaki Tsushima4, Takashi
Furumura3

1 欧州富士通研究所, 2Imperial College London,3 東大総合防災情報研究センター／地震研究所, 4 気象研究所
1Fujitsu Laboratories of Europe Ltd.,2Imperial College London,3CIDIR/ERI, The University of Tokyo,4Meteorological Re-
search Institute

津波発生伝播シミュレーションの高精度化は,津波防災の高度化に向けた重要な課題である。現在の一般的な津波伝播
シミュレーションは,津波の波長が水深に比べて十分に長いという長波近似に基づいて, 2次元線形または非線形長波方程
式を用いて行われている。一方, Furumura and Saito (2009)のように,直交メッシュ上で 3次元ナビエ・ストークス方程式
の差分法計算をスーパーコンピュータを用いて行うことにより,津波の分散波形等の特徴を高精度に評価する試みも行わ
れている。

我々は,津波防災の高度化に向けて,より適切な数値解法と最先端のスーパーコンピュータとを駆使する高精度津波シ
ミュレーションを目指し,モデルの開発を行っている。本シミュレーションコードは,津波伝播を記述する 3次元ナビエ・ス
トークス方程式を非構造メッシュ有限要素法に基づき評価するものである。コードとして, Imperial College Londonを中心
に開発されている,汎用的な数値流体計算 (CFD)および海洋シミュレーションに対応した並列コードである Fluidity-ICOM
(http://amcg.ese.ic.ac.uk)を用いている。

ここで開発した津波シミュレーションモデルの特徴は,非構造格子の幾何学的な柔軟性を生かして,複雑な海岸線形状
や海底地形を高精度かつ効率的にモデル化できること,そして 3次元方程式に基づき津波伝播を高精度に評価することで
ある。海底地殻変動による津波の生成過程,複雑な海底地形を伝わる津波の伝播・分散過程,そして複雑に入り組む海岸
線での津波の散乱や増幅現象など,従来の 2次元津波計算に比べて津波評価の高精度化が期待できる。

本シミュレーションモデルの精度の確認と,実現象への適用性を確認するために, 2004年紀伊半島沖地震（M7.4）の津
波計算を行い,同じ問題設定に適用した 3次元ナビエ・ストークス方程式に基づく差分モデル (Furumura and Saito, 2009)
と比較した。その結果,津波の分散波形を含めて良い一致を確認した。本発表では,本シミュレーションモデルの詳細と
計算結果の差分モデルとの比較,そして他の津波シミュレーションと比較した本モデルの有効性について議論する。

キーワード:津波,シミュレーション,非構造メッシュ,有限要素法
Keywords: Tsunami, Simulation, Unstructured meshes, Finite element method



HDS026-08 会場:101 時間:5月 22日 16:00-16:15

津波警報を解除するタイミングに関する研究の現状と展望
Present research status and foresight on timely cancelation of tsunami warning

林豊 1∗

Yutaka Hayashi1∗

1 気象研究所
1Meteorological Research Institute

本発表では、津波警報の解除に関わる研究の現状をレビューするとともに、適切なタイミングによる津波警報を実現
するための研究の将来展望を述べる．
現在の津波早期警戒情報においては，津波注警報を適切なタイミングで解除することが，防災関係機関から最も改善

を期待されている課題である．しかし，現在の津波数値計算技術では，長時間の津波伝播を正確には予測できないうえ
に，減衰過程を把握して適切なタイミングで津波注警報を解除するための基準も存在しない．しかも，津波減衰過程の
特徴を定量的に把握する解析手法の開発も不十分な状況にあった．このように高いニーズに応える技術の欠如が，遠地
地震津波の予測における最大の問題であった．
最近，津波振幅の平均的な時間変化傾向（トレンド）と，津波振幅とトレンドとの違いの確率論的な性質（ばらつき）

の二つの視点から津波減衰過程の特徴を記述する方法が開発されたことなどによって，地震津波の注警報解除の適切な
判断基準を設定する問題の解決に向けた，一つの道筋が明確になってきた．
問題解決への近道は，実事例における津波の長時間波形の特徴を記述することに焦点を当てた事例解析を積み重ねて，

減衰過程の特性を系統的に把握するという観測・解析からのアプローチで津波減衰過程の予測可能性を高めていくこと
だと考えられる．また，このような研究は同時に，数値計算で津波の減衰過程の再現を試みるために，あるいは，現実
の津波に適用しうる理論を構築するために，減衰過程におけるどのような特徴の再現を目指すべきであるかを示すこと
にもつながる．

キーワード:津波警報,警報解除,津波減衰過程,津波コーダ
Keywords: tsunami warning, cancelation of warning, tsunami decay process, tsunami coda



HDS026-09 会場:101 時間:5月 22日 16:30-16:45

新総合基本施策での津波研究の目標とその推進策について
The taget and the promotion plan of the tsunami research by the New Promotion of Earth-
quake Research

鈴木良典 1∗

yoshinori suzuki1∗

1 文部科学省研究開発局地震・防災研究課
1MEXT

地震調査研究推進本部（以下，地震本部）は平成 7年に発生した阪神・淡路大震災で明らかになった課題を踏まえ，平
成７年７月，全国にわたる総合的な地震防災対策を推進するため，平成７年６月に地震防災対策特別措置法が議員立法
によって制定された．設立後 14年が経過し，平成 21年 3月に，新しい地震調査研究の方針を示す「新たな地震調査研
究の推進について－地震に関する観測，測量，調査及び研究の推進についての総合的かつ基本的な施策－」(以下，「新総
合基本施策」)を取りまとめ，同年 4月 21日に中央防災会議の議を経て，正式に地震本部決定した．
　この報告書においては，当面 10年間に推進すべき地震調査研究の目標が掲げられているが，その中に海溝型地震を

対象とした調査観測研究による地震発生予測及び地震動・津波予測の高精度化が挙げられている．それまでの 10年間の
方針を定めた，前回の「総合基本施策」においては，地震災害のうち，強震動による災害に重点が置かれており，津波
災害については十分な考慮がなされていなかった．
　津波災害の軽減のために必要となる津波予測には，地震発生直後に出される津波即時予測（津波予報警報）と，地

震が発生する前に提供する津波予測がある．前者については，現在は地震発生後数分程度で津波予報警報が気象庁から
発表されるが，地震計で得られるデータに基づく推定のため，その精度は必ずしも良いとは言えない．緊急地震速報と
同様な仕組みで，発生直後に震源に近い海域で観測された津波データを即時に利用することが出来れば，津波即時予測
の精度は格段に向上する．また，後者については，将来発生するであろう津波を地域住民や地方公共団体が正しく認識
できるようにすることによって，防災・減災対策や実際に津波が発生した場合の避難行動や安全な土地利用を促す効果
があるが，過去の津波波源モデルの精緻化や浅海域の詳細な地形データの取得により高度化が可能である．
このため，基本目標として，海域で観測された津波データの即時利用や津波波源モデルの精緻化による津波予測技術

の高度化が設定されている．その達成に向けて，
・海域における津波観測網の整備
・海底地形・沿岸地質調査
・海溝型地震により発生する津波に関する調査研究
・津波の即時予測技術の高度化
等を総合的に推進することが掲げられている．
　本講演を，新総合施策に基づくこれからの津波研究の進め方を，専門家にご議論いただくための出発点としたい．

キーワード:地震調査研究推進本部,津波,新総合基本施策
Keywords: HERP, tsunami, New Promotion of Earthquake Research



HDS026-10 会場:101 時間:5月 22日 16:45-17:00

津波警報業務の現状と将来展望
JMA Tsunami Warning Services’ Present Situation and Future Plan

尾崎友亮 1∗

Tomoaki Ozaki1∗

1 気象庁地震火山部地震津波監視課
1Japan Meteorological Agency

気象庁は昭和 27年（1952年）より気象業務法に基づく津波警報業務を開始した。当初は津波予報図等を用いた手作業
を基本とし、地震発生後発表までに約 20分程度を要していた津波警報も、システムの改善、地震計の整備等により、迅
速性は徐々に向上した。平成 11年（1999年）には、データベースに保存した津波シミュレーション結果を利用して津波
警報を作成する、いわゆる量的津波警報システムを導入し、近地地震については地震発生後約 3分で津波警報を発表す
る体制を整えた。平成 18年には緊急地震速報の運用を開始し、この技術を利用することにより、津波警報発表までの時
間を最短の場合地震発生後 2分程度にまで短縮できるようになった。

気象庁では、緊急地震速報のための地震計整備を進め、現在では東南海沖の海底地震計を含め、約 220の地震計を緊
急地震速報に活用している。これに加え、（独）防災科学技術研究所の整備による地震計データも活用して作成した緊急
地震速報を参照しつつ、津波警報を発表している。一方、近年、DONETの整備が進められており、DONETの海底地震
計データが緊急地震速報に活用されれば、当該海域周辺で発生した地震の震源が迅速に求まること等を通じ、より迅速
かつ精度の高い津波警報に資することが期待される。

近地津波警報の迅速性については、ほぼ十分なレベルに達したと考えている。今後は、高さの予測精度の向上が主な
課題である。津波警報の迅速性は、震源断層等の情報が不十分な段階で警報を発表することに伴う不確実性を内包して
いる。気象庁が地震発生後 3分程度を目途に発信する警報は、基本的に、その時間までの地震観測結果から求められる
震源位置、マグニチュード推定結果をもとに作成されている。この段階では地震発生メカニズムや断層の破壊領域が不
明なため、想定される最悪のケースにより警報を作成している。具体的には、メカニズムは 45度逆断層、震源が日本付
近の場合は震源位置を含むすべての想定断層による津波のうち最も高いものを予測に用いることを基本としている。そ
の後 CMT計算結果等新たな情報が得られ次第、必要に応じ警報の切り替え等を行っている。津波は断層運動に伴う海底
地形の変動によって生じる水位変化が発生源となるが、この水位変化を即時的に正確に把握することが困難であること
が、即時的な津波警報の精度に限界を与える大きな要因となっている。また、マグニチュードが８を大きく超えるよう
な規模の地震の場合、マグニチュードを数分の間に適切に把握することが困難という課題もある。このような、津波規
模を早期に的確に把握する技術については今後積極的に取り入れていきたいと考えている。

遠地地震についても、近地地震と同様、平成 11年（1999年）に量的津波警報システムを導入し、同システムや、地震
発生後に実施するシミュレーション結果を活用して、津波警報を発表する体制を整えている。現在、2010年 2月のチリ
中部沿岸で発生したM8.8の地震により発生した津波の事例等も踏まえ、精度向上に向けた遠地津波データベースの更新
を進めている。具体的には、海底地形データの高解像度化（沖合 5分→ 1.5分）、比較参照する海外潮位観測点の増加、想
定断層数の増加を軸とする、遠地津波用データベースの改善作業を進めている。23年度中に運用を開始する計画である。

キーワード:津波警報業務,量的津波警報システム,緊急地震速報
Keywords: Tsunami warning operation, Quantitative tsunami warning system, Earthquake Early Warning



HDS026-11 会場:101 時間:5月 22日 17:00-17:15

地震・津波観測監視システム (DONET)による海底水圧観測
Ocean-bottom pressure observation of Dense Oceanfloor Network System for Earthquakes
and Tsunamis

金田義行 1∗

Yoshiyuki Kaneda1∗

1 独立行政法人　海洋研究開発機構
1JAMSTEC

南海トラフの巨大地震では、震源域が海陸に跨る東海地震を除けば、震源域は海域に存在する。したがって、地震津
波の早期検知や地震予測の高精度化を実現するには海域の観測システムが必要である。海洋研究開発機構では、2006年
より紀伊半島沖熊野灘に多点多種の地震計、水圧計を稠密に展開する海底観測システム、地震・津波観測監視システム
(Dense Oceanfloor Network System for Earthquakes and Tsunamis, DONET)を構築している。また、南海地震震源域の東側
半分に展開する新たな地震・津波観測監視システム（DONET2）のプロジェクトも 2010年よりスタートした。

DONETは海底ケーブルで接続された海底観測システムであるが、従来の基幹ケーブル内に観測センサーを装備する
インライン方式ではなく、ノードと呼ばれる分岐装置を用いて観測センサーを外付けできるアウトライン方式を採用し
ている。これにより、観測センサーの面的な展開を可能にするとともに、センサーの劣化や高性能化に伴うリプレイスと
ROVを使用した保守の効率化を実現した。DONETには、様々な信号を検知するため、地動センサシステムと圧力セン
サシステムという 2つのセンサー群がある。圧力センサシステムは、水晶水圧計（Paroscientific, Inc.製）、ハイドロフォ
ン（High Tech, Inc.製）、微差圧計（日油技研工業製）、精密温度計（日油技研工業製）から構成され、海中音波から、津
波、海底地殻変動までの幅広い現象を観測対象とする。これまでに予定している 20観測点のうち 8観測点の設置が完了
した（2011年 1月末現在）。
ひとつめの観測点が設置された 2010年 3月以降、観測データを連続で記録している。2010年 12月に父島近海で発生

した地震（M7.4）では、地震発生の約 1時間半後に明瞭な津波の信号が水晶水圧計に記録され、DONET観測点では海
岸に設置された検潮所よりも約 20分早く津波を検知した。このように S/Nの良い津波データが沿岸に津波が到達する前
に多点で得られることから、DONETデータのリアルタイム処理によって、津波の即時予測の精度が飛躍的に向上する可
能性がある。本招待講演では、DONETシステムの紹介だけでなく、海底水圧計データのリアルタイム解析研究の方針に
ついても述べる予定である。

キーワード:南海トラフ,水圧観測,地震・津波観測監視システム,津波
Keywords: DONET, Nankai trough, Ocean-bottom pressure observation, Tsunami



HDS026-12 会場:101 時間:5月 22日 17:15-17:30

GPS津波計の沖合展開
A Development of Tsunami Monitoring System using GPS Buoy

加藤照之 1,寺田幸博 2∗,永井紀彦 3,越村俊一 4,西村史睦 2,三宅寿英 5

Teruyuki Kato1, Yukihiro Terada2∗, Toshihiko Nagai3, Shunichi Koshimura4, Hitoyoshi Nishimura2, Toshihide Miyake5

1 東大地震研, 2 高知高専・環境都市, 3 港湾空港技研, 4 東北大・工, 5 日立造船・技研
1Earthq. Res. Inst., Univ. Tokyo,2Kochi National College of Technology,3Port and Airport Research Institute,4Grad. Sch. Eng.,
Tohoku Univ.,5Tech. Res. Inst., Hitachi Zosen Corp.

GPS津波計の開発では、相模湾で基礎実験、岩手県大船渡市沖で実用化実験、高知県室戸市沖で実証実験を行ってき
た。一連の開発実験の中で、2001年 6月 23日 (UTC)のペルー地震 (Mw8.4)、2003年 9月 25日 (UTC)の十勝沖地震
(Mw8.3)、2004年 9月 5日 (UTC)紀伊半島沖地震 (Mw7.4)及び 2010年 2月 27日 (UTC)のチリ地震によって発生した
津波を観測してきた。これらの成果を活用する形で、国土交通省港湾局が進めるＧＰＳ波浪計として全国展開がなされ
ている。
一方、GPS津波計の沖合展開を考えた場合、GPS測位法として用いている RTK-GPS法を cmオーダーでの精度を保っ

て使用できる基線長 20kmが限界となる。また、GPSブイからデータ伝送を行ための無線の適用性にも問題が生じてく
る。これらの問題点に対して、これまでに検討してきた技術の延長上でRTK測位法と無線伝送に改良を加えて、室戸岬
沖の実証実験機で 50km沖合展開の実験を行っている。また、PPP-GPS法の導入についても検討中である。この開発に
おいては、「誰でも、いつでも、どこからでも」設置海域の海面の変化を高精度に観測できるようにしてきた。また、実
用にあたっては、気象・海象観測を行う海洋観測ステーションとして日常的に機能させ、津波などの非常に備えること
を基本コンセプトとしている。この一環として、GPS津波計に海底地殻変動観測機能を持たせて連続観測を可能にする
ことを目指している。同時に、ＧＰＳ津波計の更なる沖合展開にも取り組んでいる。これまでの成果と現状について報
告する。

キーワード: GPS,津波計,津波, RTK
Keywords: GPS, tsunami-meter, tsunami, RTK
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地震と津波の統合シミュレーション法の大規模並列計算
Large-scale FDM Simulation of Seismic Waves and Tsunamis based on Seismic-Tsunami
Compound Equation

前田拓人 1∗,古村孝志 1

Takuto Maeda1∗, Takashi Furumura1

1 東大総合防災情報研究センター／地震研究所
1CIDIR/ERI, The University of Tokyo

1.はじめに
海溝型地震発生時には、高周波地震波や海中音波に加えて、長周期地震動から津波まで、様々な周期帯を持つ波動現

象が同時に観測される。我々は、このような広帯域の波動現象を統一的に評価するための「地震・津波統合シミュレー
ション」の開発と、計算精度の検証をこれまで行ってきた (前田・古村, 2010; Maeda and Furumura, 2011)。本研究では、
同シミュレーションコードを用いた地震・津波統合シミュレーションの実用化を目指し、計算コードの並列化を行うと
ともに、実際の地下構造モデルを用いて 2004年紀伊半島南東沖地震の地震等の大規模並列シミュレーションを実施し、
その有効性を確認した。

2.地震・津波の統合シミュレーション法による大規模並列計算
地震・津波統合シミュレーション法（Maeda and Furumura, 2011）は、流体の存在を考慮した重力場中の運動方程式を

差分法により直接解くものである。弾性体と海水中の応力場を重力と平衡する準静的な項と動的な項に分解し、かつ水
面における変位分布が重力と圧力勾配との間の平衡に及ぼす効果を運動方程式に陽に取り入れることにより、津波の発
生伝播が安定かつ正確に評価される。こうして再現された分散性津波波形は、Navier-Stokes方程式に基づく津波計算の
結果ときわめて良く一致することを確認している。
本研究では、この手法による大規模なシミュレーションの実現をめざし、領域分割に基づく並列計算コードを開発し

た。3次元媒質を水平・鉛直方向に分割し、各小領域を多数のCPU（コア）に割り当てる。1タイムステップの計算ごと
に各領域の端の計算結果を隣接領域間でMPI通信を用いて交換して最新データを共有する。加えて本計算コードの並列
化には、海水面の空間変動から計算される物理量を鉛直下方にある全計算領域に渡すための一斉通信（集合通信）が新
たに必要になる。
東京大学情報基盤センターのHA8000クラスタシステムにおいて本コードの性能測定を行った。本システムは、１ノー

ドあたり４ CPU（16コア）を持つマルチコアクラスタである。計算モデルサイズを 512x512x256に固定し、コア数の増
大に伴う計算時間の短縮を測定した。ここでは、全コア間をMPIにより一様に並列化する FLAT MPI手法を用いた。16
コアから 4096コアまで順次実験を繰り返し、計算時間の短縮から高い並列化率（99.839％）の実現を確認した。

3. 2004年紀伊半島沖地震の大規模シミュレーション
本並列計算コードを用い、2004年紀伊半島南島沖地震（M7.4）の大規模地震・津波同時シミュレーションを行った。

計算領域は紀伊半島から四国沖の 460km× 307km× 115kmの領域を選び、水平方向 300m,鉛直方向 150mの分解能で
離散化した。地下構造モデル作成には、海底地形に J-EGG500,陸域の標高値に国土地理院 500mメッシュ、地盤構造と
して J-SHIS深部地盤構造、モホ面およびプレート境界データとして大大特プロジェクトの結果をそれぞれ用いた。震源
モデルとしては、山中 (2004)および Saito and Furumura (2009)を参考にして有限サイズの断層面を設定し、破壊伝播速
度 2.3 km/sを仮定して多数の点震源群から地震波を放射させた。
シミュレーションの結果、高周波地震動および海中音波の励起と同時に、地震動の近地項により形成された海面変動が

重力を復元力として津波として伝播していく様子が確認された。特に地震動が海底で変換して生ずる海中音波の挙動は
複雑であり、海底面の傾斜により水深の深い側にエネルギーが押し出される、いわゆる Downslope Conversionが確認さ
れたほか、音波が水平海陸境界（海岸線）に沿って伝播する Kelvin波的な境界波の生成も観察された。地震動は地震発
生から数分間で十分遠方に広がってしまうのに対し、海中音波は海底と海面とで多重反射を長時間にわたって繰り返す
ため、10分以上にわたって震源近傍の海中に滞留することが確認できた。地震動の伝播速度は津波の 10倍以上と速く、
海底圧力計記録における二つの分離は容易である。しかし、海中音波は震源から 100kmを超える範囲で津波に重畳して
観測されるため、津波波形と海中音波の両方の評価が必要になる。
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本研究は文部科学省委託研究「東海・東南海・南海地震の連動性評価研究プロジェクト�連動性を考慮した強震動・津
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沖合津波記録を活用した南海トラフ沿いの地震津波の即時予測
Real-time forecasting of tsunamis associated with earthquakes along the Nankai Trough
using offshore tsunami data

対馬弘晃 1∗,前田拓人 2,古村孝志 2,平田賢治 1

Hiroaki Tsushima1∗, Takuto Maeda2, Takashi Furumura2, Kenji Hirata1

1 気象研究所, 2 東大総合防災情報研究センター/地震研究所
1Meteorological Research Institute,2CIDIR/ERI Univ. Tokyo

１．はじめに
近い将来に東海・東南海・南海地震の発生が危惧される南海トラフでは，大地震や津波の被害軽減に向けて，想定震源

域にケーブル式海底観測システム (例えば，Takahashi, 1981;齋藤，2008; DONET Web site)が設置・運用されつつある．
また，南海トラフ沿いには５基のGPS波浪計 (津波計) (Kato et al., 2005)が設置されている．これらの沖合津波観測点で
は，沿岸へ到来するずっと前に津波が捕えられるため，その観測データは津波の即時予測にとって非常に有用である (例
えば，Titov et al., 2005;辰巳・富田，2008; Tsushima et al., 2009; Hayashi, 2010)．また，近年，地下の不均質構造を考慮
した地震動―津波連成の高精度数値シミュレーションによって，より現実的な地震動・津波の再現が可能になりつつあ
る (Furumura and Saito, 2009;前田・古村，本大会)．本研究は，こうした最新観測技術および高精度シミュレーションを
活用した即時津波予測実験を実施し，南海トラフ沿いの連動型巨大地震に伴う津波を即時的かつ高精度に予測するため
のアルゴリズムを開発し，津波被害の軽減につなげることを目指すものである．

２．津波予測実験の設定
即時津波予測実験の初段階として，1944年東南海地震を想定した数値実験を行った．実験手順は以下の通りである：

(1)震源断層モデルを仮定して海底地殻変動を計算し，それを初期条件として各地の仮想津波波形を求める．(2)この沖
合観測点の仮想観測波形を用いて、沿岸における予測津波波形を計算する．(3)沿岸における仮想観測波形と比較し，津
波第一波の波高および到来時刻の予測精度を評価する．
震源断層モデルとして，安中・他 (2003)により提案された東南海地震の一様すべりモデルを用いた．これは問題を単

純化して，逆解析および予測計算の結果を分析する際に見通しを良くするためである．津波の伝播は，線形長波理論に
基づく支配方程式を差分化したプログラムを用いて計算した．計算領域の端からの人工反射波をより効率的に除去でき
るように，Perfectly Matched Layer (PML)吸収境界を新たに実装した．津波計算に用いた海底地形データは，J-EGG500
(日本海洋データセンター)をもとに 500 m間隔のものを作成した (前田・古村，本大会)．線形長波近似に基づく津波の
伝播計算では，２次元問題として波高と水平流速を解くため，海底地殻変動そのものに伴う水位変化 (水深変化)の寄与
は，数値計算された津波波形には含まれない．そこで，観測点位置における海底変動の時間変化を別途計算し，それを
計算津波波形から差し引くことにより，海底変動に伴う水位変化を表現した．
沿岸の津波予測計算には，Tsushima et al. (2009)が開発したアルゴリズムを適用した．このアルゴリズムでは，沖合津

波波形データの逆解析により震源域での初期波高分布を推定し，予め計算しておいた沿岸津波波形のグリーン関数を、初
期波高分布に対応した線形重ね合わせにより予測津波波形を求める．逆解析では，解を安定化させるため，空間的な平滑
化および震央位置に近い海面要素ほど初期波高量が大きくなるような空間ダンプの２つを拘束条件として課す．グリーン
関数にも観測点直下の海底地殻変動の影響が含まれないため，仮想観測波形の計算で行ったものと同様の処理を施した．

３．結果
ここでは，地震発生後 15分以内に得られる沖合の海底水圧計およびGPS波浪計の計 37観測点での仮想波形を用いて

予測実験を行った．この時刻までには，想定震源域直上の沖合観測点の大部分において，海底上下変動に伴う数 10 cm
オーダーの海底地殻変動（海底水圧計のオフセット変化）を観測し終わる．こうした地殻変動の観測情報を得ることに
よって津波波源モデルの逆解析が強く拘束され，沿岸の津波予測精度が高くなると期待される．数値実験の結果は紀伊
半島以西から九州にかけては，津波第一波の波高と到来時刻については概ね一致した．一方，志摩半島以東から房総半
島においては津波波高を過小評価する傾向が見られた．この原因の１つとしては，本解析で与えた空間ダンプ拘束の効
果が強すぎたことが考えられる．ダンプ拘束の強さは震央距離に基づき与えたが、この地震の震央は震源域の西端付近
に位置するため，そこから離れた震源域東部の海面要素においては，推定される初期波高量が小さくなりやすい．しか
し，ダンプ拘束条件を課さない場合は，解が安定化せず予測精度が低下する．こうした問題を解決して予測精度を改善
させるために，拘束条件の改良や陸域の強震計や GPSなど津波以外のデータの併用 (対馬，2010年連合大会)などの工



夫を施す必要がある．

キーワード:即時津波予測,海底水圧計, GPS波浪計
Keywords: real-time tsunami forecasting, ocean bottom pressure gauge, GPS buoy
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インバージョン手法とGPUを利用したリアルタイム津波浸水予測
Real-time Tsunami Inundation Prediction Using Inversion Method and GPU

辰巳大介 1∗,富田孝史 1

Daisuke Tatsumi1∗, Takashi Tomita1

1 独立行政法人港湾空港技術研究所
1Port and Airport Research Institute

GPS波浪計などによる沖合津波観測情報から、即時的に津波浸水を予測する手法を開発した。開発した手法では、ま
ず、インバージョン手法と線形重ね合わせの原理を利用して、沖合津波観測情報から線形性を仮定できる沿岸域（水深
50m程度）の津波を予測する。次に、Graphics Processing Unit（GPU）を用いた高速な津波数値計算により、予測された
沿岸域の津波から津波浸水を計算する。

特に工夫した点は、震央位置を先験情報として考慮することにより、短い津波観測時間でも津波波源を推定して沿岸
域の津波を予測できるようにした点である。また、GPUの活用によって、実港湾が再現できる数十万格子を対象とした
1時間の津波数値計算を、約 1分で完了できるようにした。

南海トラフの実地形と歴史地震を対象に、開発した手法の予測精度を数値実験によって検証した結果、5基の GPS波
浪計が地震発生後 15分間に観測する津波波形に基づき、地震発生後 15分～20分で第 1波の津波高・津波到達時刻・浸
水状況を予測できることが確認できた。

また、開発したリアルタイム津波浸水予測手法を、2010年チリ地震津波に適用した結果を報告する。

キーワード:津波予測,インバージョン手法, GPU, GPS波浪計, 2010年チリ地震津波
Keywords: tsunami prediction, inversion method, GPU, GPS Buoy, 2010 Chilean Tsunami
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総合討論：津波即時予測技術の革新に向けて取り組むべき課題は何か？
Comprehensive discussions: What should we do for innovation of tsunami early warning

林豊 1∗,馬場俊孝 2

Yutaka Hayashi1∗, Toshitaka Baba2

1 気象研究所, 2 海洋研究開発機構
1Meteorological Research Institute,2JAMSTEC

本セッション「H-DS26津波とその即時予測」では，海底地すべりや火山活動による津波も含め，その発生・伝播・観
測・予測など，広く津波に関する内容を扱う．特に，海域での津波観測技術，リアルタイム津波予測手法，高精度浸水
予測，動的ハザードマップなど，津波予測技術の高度化に関する理学，工学，防災分野の発表に焦点をあてる．
口頭発表プログラムの最後には，「津波即時予測技術の革新に向けて取り組むべき課題は何か？」をテーマとする総合

討論の時間を設ける．このテーマに関係する課題としては，例えば，以下の事項が考えられる．
　 (1)沖合津波観測網の開発・整備
　 (2)津波観測データの流通
　 (3)リアルタイム津波予測手法の高度化
　 (4)必要な研究を推進する体制の構築
　 (5)現在の課題と今後の方向性
　 (6)その他
本セッション発表者と津波即時予測に関心のある方々には，総合討論への積極的な参加を期待している．また，その

議論が各参加者の今後の研究活動に貢献することも期待している．

キーワード:セッションのまとめ,津波即時予測
Keywords: session summary, tsunami early warning
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